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IPCC（気候変動に関する政府間パネル）とは何か？ 
 

 3 

１９８８年 IPCC設立 世界気象機関（WMO)と国連環境計画（UNEP)によって設
立 
「人為起源の温室効果ガスがこのまま大気中に排出され
続ければ、生態系や人類に重大な影響をおよぼす気候変
化が生じるおそれがある」として、国連の気候変動に関す
る国際交渉に大きな影響 

１９９０年 第１次評価報告書 
        
 

IPCC（我々）の気候変化に関する知見は十分とは言えず、

気候変化の時期、規模、地域パターンを中心としたその予
測には多くの不確実性がある 

１９９５年 第２次評価報告書 
 

事実を比較検討した結果，識別可能な人為的影響が地球
全体の気候に現れていることが示唆される 

２００１年 第３次評価報告書 
 

残された不確実性を考慮しても，過去50年間に観測された

温暖化の大部分は，温室効果ガス濃度の増加によるもの
であった可能性が高い（66－90%の確からしさ） 

２００７年 第４次評価報告書 
 

気候システムに温暖化が起こっていると断定 
人為起源の温室効果ガスの増加で温暖化がもたらされた
可能性が非常に高い（90％以上の確からしさ） 

２０１３年 第５次評価報告書 
 

人間による影響が20世紀半ば以降に観測された温暖化 
の最も有力な要因であった可能性が極めて高い(95%の確
からしさ） 



• 気候システム及び気候変動に関する科
学的知見の評価 

第１作業部会
(WGI) 

• 気候変動に対する社会経済システムや
生態系の脆弱性、気候変動の影響及び
適応策の評価 

第２作業部会
(WGII) 

• 温室効果ガスの排出抑制及び気候変動
の緩和策の評価 

第３作業部会
(WGIII) 

IPCC (気候変動に関する政府間パネル) 

統合報告書(Synthesis Report) 



 5 出典：IPCCウェブサイト 

第5次評価報告書の執筆者について 

最新の科学
の知見の集
約を図る執
筆者の選択 



IPCC第5次評価報告書の成り立ち 

第1作業部会   第2作業部会   第3作業部会   統合報告書 
  （科学）     （影響と適応）    （政策）   

 
 
 
 
 
 

本報告書 
（約2000p） 

政策決定者
向けの要約 
(約40p) 

技術要約
（約100p) 



 7 出典：IPCCウェブサイト 

第5次評価報告書の作成プロセス 

第1次ドラフト 

総会にて要約の
最終ドラフトの 
承認作業 

エキスパート
の査読 

第３次ドラフト 第２次ドラフト 

政府の最終
査読 

政府と 
エキスパート
の査読 



 8 出典：IPCCウェブサイト 

専門家・政府のレビュー 
コメントにすべて回答(公開） 
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1992年 国連気候変動枠組条約 採択 
初めての温暖化防止条約、しかし行動は自主的 

1990年 
第1次報告 

1997年 
 COP3 

京都議定書 採択 
初めての法的拘束力のある削減目標を持った条約、ただし米離脱

（2001年） 

1995年 
第2次報告 

2005年 
COP11/CMP1 

京都議定書 発効 モントリオール会議      
第2約束期間の目標の議論の場と、米中を入れた対話の場が発足 

2001年 
第3次報告 

2007年 
COP13/CMP3 

バリ行動計画 
初めて米中を入れた2013年以降の新枠組みの正式な議論の場が

発足 

2007年 
第4次報告 

2009年 
COP15/CMP5 

コペンハーゲン合意 
初めて米と途上国が削減目標/行動を公約、しかし採択に至らず留

意に留まる 
2010年 

COP16/CMP6 
カンクン合意 
コペンハーゲン合意を基に国連で採択！ただし法的拘束力につい

ては先送り 
2011年 

COP17/CMP7 
ダーバン合意 
 京都議定書第2約束期間と、2020年から発効する次期枠組みに合

意 
2013年 

COP19/CMP9 
ワルシャワ決定 
  

2013～14年 
第5次報告 

2015年 
COP21/CMP11 

新しい条約の合意予定：パリ議定書？？？ 

２．IPCCと温暖化の国際交渉の関係 
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IPCC第5次評価報告書と国際交渉 

IPCC関連 国際交渉関連 
2013年9月23-26 IPCC 第1作業部会報告書 

スウェーデン・ストックホルム 
2013年11月 COP19/CMP9 ポーランド 
2014年1月1日 第1回目の隔年報告書提出 

（日本の温暖化対策を報告）  
2014年3月25-29日 IPCC 第2作業部会報告書 

日本・横浜 
2014年4月7-11日 IPCC 第3作業部会報告書 

ドイツ・ベルリン 
2014年10月27-31
日 

IPCC 統合報告書 
デンマーク・コペンハーゲン 

2014年末 COP20/CMP10  ペルー 
2015年末 COP21/CMP11 フランス   

2020年以降の新枠組み合意 
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2012COP18  
Doha Climate Gateway (CP.18) 



観測された世界平均地上気温 
（陸域＋海上）の偏差（1850~2012年） 

出典：IPCC AR5 WG1 SPM 気象庁確定訳 

1880～2012年 
0.85度の上昇 



21世紀末の気温変化は？ 

出典：IPCC AR5 WG1 SPM 気象庁確定訳 

RCP8.5シナリオ
2.6~4.8度の上昇 



現実の排出量は、
RCP8.5に沿っている 

このままでは4度上昇？ 



予測される主な影響 

4度以上：穀物の生産量の落ち込みな

どで世界的に食糧の安全保障に多大
な影響。地域的に差があるため、人の
移動や水を巡っての紛争などで、国の
安全保障問題にまで発展するリスク 
 
3度以上：生物多様性や世界経済に広

範囲にわたる損失。グリーンランドなど
の氷床が溶けることによって、1000年
の間に海面が７ｍも上昇するような不
可逆的な現象のリスク 
 
2度の上昇：北極海の氷やサンゴ礁な
ど脆弱なシステムは甚大な危険に 
 
1度の上昇：熱波や大雨、洪水などの
異常気象のリスクが高くなる 

出典：IPCC AR5 WG2 SPM 



気温上昇と温暖化のリスクレベルの関係 
気温上昇は避けられない。 

では何度までに抑えるのか？ 

出典：IPCC AR5 WG2 SPMから筆者加筆 

ただし、2度未満に抑えても適応が必要 
出典：IPCC AR5 WG2 SPM 



2010 ＣＯＰ１６ 「カンクン合意」 
 

気温上昇を、産業革命前に比べて
2度未満に抑えることを目指す 

出典：UNFCCCカンクン合意(CP.16) 



出典：IPCC AR5 WG2 SPMから筆者翻訳 

気候変動によるリスクと適応のポテンシャル（アジア） 
2度未満に抑えた場合と、このまま4度の世界に突入した場合の差 

適応策をとれば、リスクを軽減できる 

洪水、都市の内水氾
濫の増加に伴うインフ
ラや居住地への被害 

干ばつによる水不足や 
食糧不足による栄養障害 

熱に関連する死亡率 

被害のリスクと適応
のポテンシャル 



二酸化炭素の累積排出量と気温上昇の関係 

790 GtC 

出典：IPCC AR5 WG1 SPM 気象庁確定訳から筆者加筆 

累積排出量と気温
上昇は比例する 



二酸化炭素を大気中に出せる量には限りがある 

2度未満を達成する枠:   790 GtC 
 
2011年までに排出されたCO2:           -515 GtC 
 
残りの排出量枠:    275 GtC 
 
2012年のCO2排出量:    9.7 GtG/yr 

今のままの排出を続けると、
あと30年以内に2度未満達成
のレベルは超えてしまう。 
喫緊に大幅な削減が必要 



2度未満に抑える道は？ 

RCP2.6シナリオ（2度シナリオ）の削減量（2010年比） 
2050年 41～72% 削減 
2100年 78~118% 削減 



2度未満に抑える道は残されているが， 
2050年に世界のGHGｶﾞｽを 40～70％削減(2010年比） 

2100年には排出をゼロかマイナスに 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



取り組みを遅らせると、BECCS（バイオエネルギー
+CCS)などの未開発の技術に頼る必要性あり 

430-530ppm CO2 シナリオの様々な排出経路 

出典：IPCC AR5 WG3 Chapter 6.Figure 6.7 

排出量のマイナスとは、 
大気からCO2を除去すること 



2030年まで緩和の取り組みを遅らせると，2度未満達成の
選択肢の幅は狭まり，相当困難になる 

2030年に300億～500億トン 
(2010年比で0～40％減） 出典：IPCC AR5 WG3 SPM 

2030年に500億トン以上だと 
その後に-4～-7%/年もの削減率 



2020年カンクン合意の世界各国の自主削減目標は、 
2度未満に抑えられるのか？ 



2020年カンクン合意の目標では、2度は厳しい 

カンクン合
意の排出量 

2度シナリオ
の排出量 

・2度をコスト効率的
に達成するシナリオ
とは一致しない 
 
・しかし、2度シナリオ

の可能性は残してい
る 
 
・大体3度の上昇シナ
リオと一致 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



世界の温室効果ガス排出量 
温暖化は、主に化石燃料使用で引き起されている 

1990 2000 2010 

GHG Emissions 38 Gt-CO2eq 40 Gt-CO2eq 49 Gt-CO2eq 

CO2 (incl AFOL) 29 Gt-CO2 30 Gt-CO2 38 Gt-CO2 

65％が、 
化石燃料と
工業プロセス
からのCO2
排出 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



温暖化は主に化石燃料使用で引き起こされており，

特に石炭の責任が大きい． 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 

2000~2010年にかけ

て、石炭の使用量が
増えたことで、脱炭素
化傾向がそがれた 

2000~2010年にか

けて、経済成長が
排出増の最大要因 



2度未満シナリオのエネルギー供給部門は？ 

2050年にはエネルギーの60％、2030年には22％が 
低炭素エネルギーから供給 

低炭素エネルギー（再生可能エネルギー、原子力、CCS)  

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



世界的な緩和の推定コストと 
技術が制限された場合の増加コスト 

2度シナリオのコストは経済成長をわずかに減速（ただしコスト効率的排出経路） 
技術が制限されると、風力・太陽光は6％、原発は7％、CCSは138％それぞれアップ 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



政策の評価 

• 排出量取引制度： 
第4次評価報告書以降、温室効果ガスのキャップ&トレード制度を始めた国

は増加、キャップが緩いか義務的でなかったため、短期的には環境効果は
限定的、しかし原則として、キャップ&トレード制度は、コスト効率的に緩和を
実現することが可能だが、国別の事情による 

• 炭素税： 
実施国では炭素税が技術やほかの政策と組み合わさって、GDPと温室効
果ガス排出の相関性が弱められた（つまりGDPが増加すると通常は排出量

が増加するが、その増加の速度が弱められたか、増加しなかったというこ
と） 

国際協力 

• 気候変動枠組条約と京都議定書： 
気候変動に対する国際協力の場として気候変動枠組条約が中心と位置付
けられており、京都議定書は、その目的の達成に向けた教訓を与えたと評
価されている。その教訓としては、参加や実施、柔軟性メカニズム、環境に
対する効果が挙げられている 



温暖化対策には，緩和以外にも相乗便益あり 
SPMの中に20か所もco-benefitsの記述！ 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



IPCC第5次評価報告書まとめ  

1. 温暖化は主に化石燃料が原因で、特に石炭の責任が大きい 
2. このままで行くと、21世紀末には4度の上昇が予測される 
3. 気温上昇を2度未満に抑えても悪影響は甚大であるため、影

響を抑える準備（適応）が必要、しかし4度上昇すると取り返し
がつかないような悪影響が予測される 

4. 2度未満に抑えることはまだ可能だが、その道すじは非常に
険しい。対策が遅れると達成は困難になり、コストも上がる 

5. 2度未満に抑えるにはエネルギーの根本的な変革が必要、温

室効果ガスの排出量を抑える政策と国際協力が不可欠では
あるが、温暖化対策をとると他のメリットもある 



IPCC第5次評価報告書から見える 
温暖化に関する今後の注目点 

• 緩和に関する今後の方向性 
– 2030年に向けての温暖化対策 
– 2度未満シナリオの達成を目指す世界の国際交渉と
それに伴う国内政策（規制） 

– 低炭素エネルギーへのシフト 
• 予測される影響に備える 

– 2度に抑えても必要となる適応：適応計画は必須 
– 温暖化の影響予測の活用：グローバルな進出計画や
資材調達などの際には、エリアごとの予測の活用を 

 
 
 
 
 



SPM作成プロセスの課題 
所得レベルによる国のグループ分けが紛糾して削除 

出典：IPCC AR5 WG3 TS 



「地球温暖化の目撃者」 
小西雅子・編著 
毎日新聞社 

「地球温暖化の最前線」 
小西雅子著 

岩波ジュニア新書 
 

WWF気候変動・エネルギーグループ 
climatechange@wwf.or.jp 



• IPCC気候変動に関する政府間パネル・第5次評価報告書(IPCC AR5) 
• 第1作業部会（自然科学的根拠）『政策決定者向けの要約』気象庁訳 

(WG1 SPM) 
• 第2作業部会（影響・適応・脆弱性）『政策決定者向けの要約』原文 

(WG2 SPM) 
• 第3作業部会（緩和策）『政策決定者向けの要約』原文(WG2 SPM) 
• 第3作業部会『技術要約』原文（WG2 TS) 
• 第3作業部会 報告書第6章（WG2 Chapter.6) 

(＊技術要約と本報告書は暫定的に公表されており，最終確定後に正
式公開される予定．上記技術要約と報告書第6章は2014年5月7日に
アクセス） 

 
• IISD (2014) International Institute for Sustainable Development、 “Earth 

Negotiation Bulletin”, Vol.12 No.597 
 

参照文献 



  OECD-1990 アジア ラテンアメリ
カ 中東とアフリ

カ 経済移行国 

排出量のピーク年 430-530 
ppmCO2
換算 

2010 
(2010/2010） 

2020 
(2015/2030) 

2015 
(2010/2020) 

2020 
(2010/2030) 

2014 
(2010/2015) 

排出量のピーク年 530-650 
ppmCO2
換算 

2014 
(2010/2015) 

2030 
(2030/2030) 

2020 
(2010/2030) 

2034 
(2020/2040) 

2016 
(2010/2020) 

2030年の排出削減
量 
（2010年比） 

430-530 
ppmCO2
換算 

32% 
(23/40%) 

-1% 
(-15/14%) 

35% 
(16-59%) 

8% 
(-7/18%) 

32% 
(18/40%) 

2030年の排出削減
量 
（2010年比） 

530-650 
ppmCO2
換算 

14% 
(6/21%) 

-34% 
(-43/-26%) 

9% 
(-17/41%) 

-22% 
(-41/-12%) 

8% 
(-5/16%) 

2030年 地域別の削減量の目安は？ 

2030年の地域ごとのCO2排出量削減率(2010年比） 
（430-530 and 530-650 ppm CO2換算 シナリオ） 

出典：IPCC AR5 WG3 Chapter 6. Table  6.4から筆者日本語訳 



 39 

RCP(代表的
濃度パス） 

工業化以前
と比較した
2100年の放
射強制力 

2100年時に達する
CO2濃度 

2度未

満達成
可能性
は？ 

RCP2.6 2.6W/m2 421 ppm ○ 
RCP4.5 4.5W/m2 538 ppm △ 
RCP6.0 6.0W/m2 670 ppm 

(2100年には平衡） 
× 

RCP8.5 8.5W/m2 936 ppm × 

新しいＲＣＰ（代表的濃度パス）シナリオについて 

• 代表的濃度パス（RCP）とは、４つの温室効果ガス濃度に対応した排出シナリオ 
• ４つのシナリオは、大気中の温室効果ガス濃度が、放射強制力の上昇に与える

影響の大きさをもとに特徴づけられており、それぞれRCP8.5、RCP6.0、
RCP4.5、RCP2.6と呼ばれ、工業化以前と比較して放射強制力が今世紀末にそ
れぞれ8.5W/m2 、6.0W/m2、4.5W/m2、2.6W/m2上昇するというシナリオに対応 

出典：IPCCウェブサイトからWWFジャパン作成 



 40 出典：用語解説 気象学会「天気」2009年12月号 

参考：放射強制力とは？ 
太陽照度（太陽11年周期など）の変化や、二酸化炭素濃度の変化

など、何らかの要因によって、地球気候系に変化が起こった時に、
その要因が引き起こす放射エネルギーの収支（放射収支）の変化
量W/m2として定義される 
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